
令和６年度活動報告

権限移譲小委員会

令和７年３月

和歌山県・市町村連携会議



平成２１年３月 和歌山県・市町村連携会議において「市町村への分権に関する計画」を決定
６月 権限移譲に関し、地方自治法第２５２条の１７の２第２項の規定に基づく協議
９月 事務処理の特例に関する条例改正案成立
１２月 （国）地方分権改革推進計画が閣議決定

平成２２年４月 ４８法律に係る権限を移譲
平成２３年４月 （国）第１次一括法成立

平成２９年３月 第６次一括法に係る権限を削除、建築基準法に係る事務を追加、和歌山県の動物愛護及び管理に関する条例
に係る事務を追加、農業振興地域の整備に関する法律等の改正に係る規定の整備

平成２９年４月 （国）第７次一括法成立
平成３０年３月 建築基準法に係る事務を追加、都市計画法の改正に係る規定の整備
平成３０年６月 （国）第８次一括法成立
平成３１年３月 建築基準法に係る事務を追加、医療法施行規則及び和歌山県公害防止条例の改正に係る規定の整備
令和 元 年５月 （国）第９次一括法成立

１２月 和歌山県公害防止条例に係る事務を追加
令和 ２ 年３月 浄化槽法、動物愛護管理法、社会福祉法及び和歌山県動物愛護管理条例の改正に係る規定の整備
令和 ２ 年６月 （国）第１０次一括法成立
令和 ３ 年３月 和歌山県魚介類行商条例の廃止に係る規定の整備
令和 ３ 年５月 （国）第１１次一括法成立

１２月 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に係る事務を追加
令和 ４ 年５月 （国）第１２次一括法成立
令和 ５ 年３月 建築基準法の改正に係る規定の整備
令和 ５ 年６月 （国）第１３次一括法成立
令和 ６ 年３月 建築基準法施行令及び高圧ガス保安法に係る事務を追加、漁港漁場整備法等の改正に係る規定の整備

１．事務処理特例条例の改正

～ 令和 ５年度

令和 ６ 年６月 （国）第１４次一括法成立
令和 ７ 年３月 宅地造成等規制法に係る事務の見直し、農地法に係る事務を追加
＊令和７年３月現在の移譲事務数 ８７法令 ６４１事務

令和 ６ 年度

～ ～



（１） 地方分権改革に関する提案募集とは

現場に残る具体的な支障を取り除くため、さらなる事務・権限の移譲、義務付け・枠付けの

見直しの提案を各地方公共団体等から募る制度のこと（平成２６年に導入）

（２） 当該制度の特徴

＜事前相談＞

・ 内閣府が直接、相談を受付

・ 提案内容が未確定でも相談可能

（事務・権限による支障や担当者レベルのアイデアでも相談可能）

・ 自治体から派遣された職員を中心に親身に助言

＜提案＞

・ 事前相談の結果を踏まえ、「事務・権限の移譲」、「義務付け・枠付けの見直し」等

について、具体的支障事例や制度改正による効果と合わせて提案

＜提案後の対応＞

・ 単なる要望ではないため、年末の閣議決定まで、内閣府と協議をする必要がある

２．地方分権改革に関する提案募集について
制度概要

平成２６年度 提案２件（①和歌山市②田辺市）

平成２９年度 提案２件（①和歌山市②県と８市町（橋本市、御坊市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町、九度山町、湯浅町、有田川町）での共同提案）

令和 ６ 年度 提案なし
※平成２７年度、平成２８年度、平成３０年度～令和５年度…「提案なし」

令和６年度までの県内市町村の取組



和歌山県・市町村連携会議

令和６年度活動報告

税収確保小委員会

令和７年３月



県と市町村が連携して「適正・公平な税の執行」を推進する取組

『県税及び市町村税の徴収強化会議』

税務協議会会則第19条に基づく研究会として平成17年に設置。

県と市町村が共通の徴税意識を持ち、連携協力して互いの税収確保を行うための

徴収強化策についての調査、研究及び共同事業を行う

【 令和６年度の主な取組 】

●徴収課題の検討

・滞納事案の早期着手への取組、効率・効果的な滞納整理の取組

・各団体が抱える徴収課題、課題に対する実務状況の把握

●各地域ブロックにおける活動

・各地域ブロック単位で県税事務所職員等が実務に即した研修会を実施

・地方税法第739条の５による個人住民税の直接徴収又は併任派遣

●共同事業の実施

・合同滞納整理強化月間の設定による税収確保の取組

・個人住民税の共同催告

・不動産の合同公売の実施

【来年度の取組事項】

(1)構成団体から提出された徴収課題の調査、研究

(2)滞納事案の早期着手、効率・効果的な滞納整理の取組等課題解決に向けた協議や取組

(3)共同事業の実施



令和６年度活動報告

コスト縮減等小委員会

令和７年３月

和歌山県・市町村連携会議



令和６年度コスト縮減対策等に関する活動概要

昨今の人口減少・少子高齢社会において、行政サービスの持続可能な提供を確保することが喫緊の課

題となっています。この課題への解決策の一つである「コスト縮減・歳入確保の取組」は、全ての市町

村に共通する必要不可欠な取組であり、これまで県内市町村では創意工夫により様々な取組が行われて

きました。

今回、官民連携手法について県内の取組事例を調査するとともに、他府県の事例収集を行い、結果を

取りまとめました。

取組事例の調査

１．概要

県内における官民連携手法によるコスト縮減や歳入確保の観点から取り組んだ点や工夫した点などを調査

・建設費や維持管理費の削減（P-PFI方式による建設費や維持管理費の削減）

・歳入の確保（土地・建物貸付使用料の納付）

２．調査内容

対 象 ： 和歌山市

調 査 日 ：令和７年３月１７日（月）



ＰＦＩとは

ＰＦＩ・ＰＰＰ事業の概要イメージ

ＰＦＩ事業のメリット

出典：内閣府民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI推進室）2023年7月 PFI事業の概要



 多様なＰＰＰ事業類型

出典：内閣府民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI推進室）2023年7月 PFI事業の概要



本町公園内の既存建物をリノベーションした飲食店「ｔｈｅ ｐｕｂｌｉｃ」がオープン。
ピクニックをコンセプトとしたイベント等の開催を通じて、固有の魅力を持った公園として地
域と連携し、賑わいの創出をつなげるとともに「ｗｉｔｈコロナ時代の新しい生活様式」と「ピク
ニックカルチャー」の創出を目指す。
整備・１階客席 約48席（フリースペースや芝生広場あり）

・２階部分 フリースペース、シェアキッチン、 ワークスペース等※一部有料

県内取組事例 和歌山市

施設名 本町公園 「ｔｈｅ ｐｕｂｌｉｃ」

発注者 和歌山市

事業内容
・施設整備
・運営、維持管理（施設設置許可）

事業方式 Park-PFI

事業分野 公園（飲食店等の整備）

事業期間

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施：平成３１年１月２１日
選定結果通知 ：平成３１年１月２９日
基本協定締結 ：平成３１年３月２９日
工事開始 ：令和２年２月１日
工事完了 ：令和２年７月２１日
・事業認定通知：平成３１年４月１日～令和２１年３月３１日
・施設管理許可：令和２年２月１日～令和１２年１月３１日

供用開始 令和２年７月２２日

運営事業者

紀州まちづくりグループ
代表企業：株式会社紀州まちづくり舎
・大揚興業株式会社
・株式会社ワカヤマヤモリ舎
・株式会社和み

事業費 事業者全額負担

○定期的なイベント開催の開催や、飲食店のオープンにより、地域の賑わい創出と、
公園利用者の利便性が向上した。

○コスト縮減：改修費の負担なし（P-PFI方式により事業者を公募）
芝生広場除草費用及び機械警備費用の削減

○歳入の確保：土地・建物使用料

○ＨＰ等 https://www.kishumachi.com/
https://www.kishumachi.com/honmachipark

○旧花花館（管理用倉庫）をリノベーションし、飲食店を整備することで公園利用者の利便性向上を図るとともに、特定公園施設は芝生広場再整備を

実施し、民間事業者による定期的なイベント開催を実施することで、収益化と地域の賑わいの創出を目的とする。

○本町公園周辺地域の活性化や賑わい創出を図る事業を模索するにあたり、民間事業者の視点や創意工夫を取り入れつつ公園管理における財政
負担の軽減を目指すことを目的とした。

概 要

事業の効果

施 設

概要



四季の郷公園は、令和２年に道の駅として登録され、令和４年４月にグランドオープン。
レストランや直売所、BBQ 広場、 ドッグパークなど、幅広い年齢層が楽しめる設備が整っ
ており、新たな宿泊施設を整備し、さらなる公園の魅力向上を目指す。
整備・ヴィラ20棟（ﾍﾟｯﾄｳﾞｨﾗ10棟/サウナｳﾞｨﾗ10棟）1泊2食付き2名～6名/棟

・バーベキュー施設15ブース（1ブース最大6名まで）
・バレルサウナ4棟（1棟4名まで） 他

県内取組事例 和歌山市

施設名 かなたのさと

発注者 和歌山市

事業内容
・施設整備
・運営、維持管理（施設設置許可）

事業方式 Park-PFI

事業分野 観光施設（宿泊施設等の整備）

事業期間

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施：令和４年 ７月２９日
選定結果通知 ：令和４年１０月２０日
基本協定締結 ：令和５年 ２月 ３日
工事開始 ：令和５年 ８月 １日
工事完了 ：令和６年 ９月２６日
・事業認定通知：令和５年２月３日（工事着手から20年間）
・施設管理許可：令和５年８月１日～令和１５年７月３１日

（R15.8～更新予定）

供用開始 令和６年１１月８日

運営事業者

代表企業：JA三井リース株式会社
・施設の設置・所有：JA三井リース建物株式会社
・設計：株式会社MMA DESIGN
・建設：日本土木建設株式会社、城善建設株式会社
・宿泊施設管理・運営：コアグローバルマネジメント株式会社

事業費 事業者全額負担

○閑散期の四季の郷公園利用率の増加を目指すための宿泊施設を整備し、施設
の賑わいが創出された。

○コスト縮減：建設費の負担なし（Ｐ‐ＰＦＩ方式により事業者を公募）
宿泊施設やバーベキュー施設の公園施設整備だけでなく、園路・広場等
の一般の公園利用者が利用できる特定公園施設の整備も市の費用負担
なく実施

○歳入の確保：土地の使用料

○ＨＰ等 https://kanatanosato.jp/

○道の駅四季の郷公園のリニューアル事業において、農山漁村振興交付金（農泊推進事業）を活用しており、公園地域で農泊を推進するために今回の

リニューアルでは公園内に宿泊施設を整備した。
○宿泊施設については、四季の郷公園のコンセプト「Be Wild野生を楽しもう」に因み、大自然の恵まれたロケーションの中、手ぶら感覚でキャンプやバー
ベキューを「豪華」に楽しめるグランピングをコンセプトとした。

○宿泊施設を建設する場合、多額の整備費用がかかるため、最長20年の許可を可能とすることで多くの事業者が参入しやすいP-PFI方式でグランピング
事業者を新たに公募した。

概 要

事業の効果

概要

施 設



県内取組事例 和歌山県 出典：和歌山県官民連携プラットフォームPPP/PFIセミナー資料



全国の先進事例 出典：内閣府民間資金等活用事業推進室 （PPP/PFI推進室）PPP/PFI事例集
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出典：内閣府民間資金等活用事業推進室（PPP/PFI推進室）2023年7月　PFI事業の概要











問い合わせ先

●和歌山県

対象分野 名称 連絡先

●和歌山県官民連携
プラットフォーム
●和歌山県PPP/PFI
ガイドライン

企画部企画政策局企画課
企画課地域プロジェクト対策
室

電話番号：073-441-2336

●PPP/PFI
（市町村事業）

総務部総務管理局
市町村課振興班
（市町村事業全般に関すること）

市町村課財政班
（地方財政措置に関すること）

電話番号：073-441-2191

電話番号：073-441-2196


